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全体資料



①商工会議所とは？



商工会議所とは何か

・日本を元気にしたいと願う民意の結晶から生まれた経済団体。

・日本全国で５１５商工会議所があります。

・会員数は１２４万です。（２０２０年３月現在）



４つの基盤

地域性：地域を基盤としている。

総合性：会員はあらゆる業種・業態の商工業から構成させる。

公共性：公益法人として組織や活動などでの面を強い公共性を持っている。

国際性：世界各国に商工会議所が組織されている。



☆「商工会議所」と「商工会」の違いとは？

商工会議所 商工会

根拠法 商工会議所法 商工会法

主管官庁 経済産業省 中小企業庁

管轄範囲 市区単位 町村単位

会員規模 中小企業に加え大企業も加盟 地域の中小企業や個人事業主が主

業務内容 政策提言や会員交流、経営改善普及等 経営改善普及事業



全国の商工会議所

日本の商工会議所、北陸信越ブロック（新潟16、富山8、石川7、長野18）、新潟県は16の商工会議所が存在

新潟県内の商工会議所

新潟、長岡、上越、村上、新発田、柏崎、亀田、新津、燕、三条、加茂、小千谷、五泉、糸魚川、十日町

新井

その内、青年部を設置している商工会議所

長岡、上越、村上、新発田、柏崎、亀田、新津、燕、三条、加茂、小千谷、五泉、新井、十日町

その内、日本YEG加入9単会（県連）

長岡、村上、新発田、亀田、新津、燕、五泉、加茂、十日町















経済三団体とは？

・日本経済団体連合会（経団連）⇒主に「大企業」で構成

・経済同友会（同友会）⇒「企業経営個人」で構成

・日本商工会議所（日商）⇒「各地域の中小企業」で構成



全国青年友好団体とは？

・商工会議所青年部（YEG）

・青年会議所（JC）

・商工会青年部（IMPULSE）

・中小企業青年中央会（UBA）



②青年部とは？



商工会議所青年部（YEG）とは？

「YEG」（若き企業家集団）

英語名（Young Entrepreneurs Group）の頭文字をとったもの

YEG組織

・単会：各地にある。

・県連：（9単会）長岡、村上、新発田、亀田、新津、燕、五泉、加茂、十日町

県連大会、県連各事業（研修・交流）が主な事業。

県連会長は輪番制で9年に一度廻ってくる。毎年2～3名委員会への出向があります。

県連の会議は年5～6回、その他事業もあります。



　
・ブロック（3地区9ブロック）「東地区」「中地区」「西地区」単位で構成される。

新潟県は中地区、北陸信越ブロックに所属。

北陸信越ブロック4県（新潟、富山、石川、長野）

ブロック大会を開催する。

・日本：全国大会、ブロック大会、全国会長会議が主な事業。

また、大規模災害発生時において迅速な支援活動を円滑に実施することを目的として災害協定が結ばれてい

る。

担当YEG組み合わせ表は別紙を参照



災害時担当ＹＥＧ組み合わせ表

東地区 中地区 西地区

ブロック 県連 単会 ブロック 県連 単会 ブロック 県連 単会

関東 静岡県 静岡 北陸信越 新潟県 長岡 中国 岡山県 倉敷

東北 岩手県 花巻 北陸信越 新潟県 長岡 中国 岡山県 倉敷

関東 群馬県 前橋 北陸信越 新潟県 燕 中国 愛媛県 今治

北海道 北海道 函館 北陸信越 新潟県 燕 中国 島根県 出雲

関東 栃木県 栃木 北陸信越 新潟県 村上 中国 愛媛県 宇和島

関東 千葉県 千葉 北陸信越 新潟県 村上 九州 熊本県 熊本

関東 栃木県 鹿沼 北陸信越 新潟県 新発田 中国 広島県 竹原

北海道 北海道 留萌 北陸信越 新潟県 十日町 中国 徳島県 阿南

関東 千葉県 八千代 北陸信越 新潟県 新津 九州 大分県 日田

関東 神奈川県 鎌倉 北陸信越 新潟県 五泉 中国 高知県 須崎

関東 千葉県 八街 北陸信越 新潟県 加茂 中国 香川県 善通寺

東北 宮城県 気仙沼 北陸信越 新潟県 亀田 中国 香川県 坂出













③政策提言とは？



政策提言とは

 「政策」とは、
政府・政党などの施政上の方針や方策のことである。

 「提言」とは、
人々に対して自分の考えや意見を出す（または、その内容のこと）と

いう意味の言葉である。

 



YEGが行う政策提言

1. 地域の課題・地域企業の課題を見つけ、それらを親会や行政へ提言す

る

2. 「中小企業・小規模事業者の活力強化」と「地域経済の活性化」に取り組

むため、商工会議所としての意見を公表・具申・建議すること

3. 「政策提言」とは、地域の政策決定者（行政等）に対し、課題への取組み

や思考、事業実施方法に「はたらきかけ」を行うことである。










